
第
82
回
国
労
定
期
全
国
大
会
が
７
月
25

日
～
26
日
、
伊
東
市
「
ホ
テ
ル
じ
ゅ
ら

く
」
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

今
年
の
大
会
は
、
闘
争
指
令
１
号
が

出
さ
れ
、
全
国
で
組
織
拡
大
の
取
り
組

み
が
展
開
、
各
職
場
・
地
域
の
状
況
や

拡
大
達
成
の
報
告
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

そ
し
て
、
JR
貨
物
の
賃
金
抑
制
、
夏
季

手
当
の
回
答
に
つ
い
て
、
職
場
の
実
態

な
ど
の
報
告
や
意
見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

二
日
間
で
、
経
過
報
告
・
一
般
討
論

な
ど
、
全
体
で
33
名
の
代
議
員
か
ら
発

言
が
あ
り
ま
し
た
。

闘
う
労
働
組
合
と
し
て

運
動
を
進
め
て
い
こ
う

10
時
に
大
会
が
開
会
し
、
田
中
副
委

員
長
か
ら
開
会
あ
い
さ
つ
が
あ
り
ま
し

た
。「

政
治
情
勢
と
労
働
組
合
の
状
況
に

つ
い
て
・
日
本
の
労
働
運
動
の
役
割
は

重
要
・
共
同
行
動
、
春
闘
の
取
り
組
み

な
ど
、
な
か
な
か
弱
い
実
態
だ
。
労
働

組
合
と
し
て
の
社
会
的
使
命
、
闘
う
労

働
組
合
と
し
て
運
動
を
進
め
て
い
こ
う
。

貨
物
の
賃
金
抑
制
・
経
営
上
の
労
使
間

の
協
議
が
無
い
。
国
労
へ
の
説
明
が
無

い
・
夏
季
手
当
の
１
・
１
ヶ
月
の
回
答

は
極
め
て
不
当
だ
。
他
労
組
は
妥
結
し

て
い
る
実
態
、
会
社
の
施
策
に
従
う
。

国
労
は
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
果
た
し
て
い

く
こ
と
。
要
求
の
多
数
派
か
ら
闘
っ
て

い
く
こ
と
」
と
あ
り
ま
し
た
。

代
議
員
全
員
の
出
席

資
格
審
査
委
員
会
か
ら
発
言
が
あ
り

代
議
員
の
選
出
、
特
別
代
議
員
の
選
出

に
つ
い
て
全
体
で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

代
議
員
58
名
中
58
名
の
出
席
、
特
別

代
議
員
・
役
員
全
員
の
出
席
を
確
認
し

ま
し
た
。

議
長
団
選
出

東
京
・
宮
崎
代
議
員

仙
台
・
佐
藤
代
議
員

議
長
に
東
京
の
宮
崎
代
議
員
、
副
議

長
に
仙
台
の
佐
藤
代
議
員
が
選
出
さ
れ

ま
し
た
。

将
来
を
決
す
る
大
会
だ

宮
崎
議
長
か
ら
あ
い
さ
つ
が
あ
り
ま

し
た
。

「
国
労
が
お
か
れ
た
現
状
か
ら
、
闘

争
指
令
１
号
に
つ
い
て
ど
う
受
け
止
め

全
国
で
取
り
組
ん
で
い
る
の
か
。
緊
急

課
題
と
し
て
組
織
拡
大
は
重
要
だ
。
労

働
運
動
が
わ
か
ら
な
い
青
年
が
増
え
て

い
る
。
管
理
者
の
指
示
で
サ
ー
ビ
ス
労

働
が
強
い
ら
れ
て
い
る
。
時
間
外
労
働

を
し
て
い
る
が
超
勤
請
求
が
さ
れ
て
い

な
い
。
法
違
反
に
つ
い
て
の
認
識
が
さ

れ
て
い
な
い
実
態
だ
。
時
間
外
労
働
は
、

ち
ゃ
ん
と
請
求
し
て
い
く
こ
と
を
声
か

け
を
行
い
是
正
し
て
い
る
。
分
会
集
会

で
も
意
思
統
一
を
図
っ
て
い
る
。
ど
ん

な
職
場
で
も
共
通
す
る
課
題
だ
。
共
に

考
え
行
動
す
る
。
国
労
と
し
て
の
活
動

ス
タ
イ
ル
。
職
場
の
状
況
か
ら
共
に
考

え
行
動
す
る
こ
と
は
重
要
だ
。
そ
の
こ

と
か
ら
組
織
拡
大
へ
の
実
践
を
進
め
て

い
こ
う
。
国
労
組
織
の
将
来
を
決
す
る

大
会
だ
。
そ
れ
を
議
論
し
学
び
あ
い
意

思
統
一
す
る
大
会
だ
」
。

そ
の
後
、
大
会
役
員
の
選
出
、
大
会

議
事
日
程
の
説
明
が
あ
り
、
石
上
執
行

委
員
長
の
あ
い
さ
つ
・
各
来
賓
の
あ
い

さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。
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国
鉄
新
潟安倍総理の３本の矢は国民に対してリスクの矢だ。

憲法問題と労働法制について

参議院選挙結果で自公の圧勝、憲法改正に必要な

２／３を超えた。→改憲。

憲法制定６２年～最大の改憲の危機にある。護憲

派が今まで１／３以上の議席を確保していたので改

憲を阻止してきた。自民党は改憲によって根本原理

を変質させることになる。基本的人権の後退は非常

に問題、重大な危機だ。

９７条は、基本的人権について本質になっている

名文だ。自民党案は９７条を削除している。理由は

言っていない。自民党は反組合主義、改憲論者だ。

労働法制について

派遣法～自民党は、雇用形態によって格差・貧困・

規制緩和の再規制による労働法をまた元にもどす。

解雇について金銭的解雇を導入、金銭で解雇が可能

になる。

残業手当の支払い・残業代０法案を導入させる。

雇用のあり方－「限定社員化」。派遣法の改正が１

９８５年・制定してもいろんな仕組みを作って常用

だいかいもしないこと・これも廃止。同じ雇用形態

があっても同じレベルにする。（正社員・パート・

派遣）。非正規のさらなる拡大・長時間労働・さら

にすべてに拡大していく（労働法制）・労働者にとっ

て厳しい内容になっている。

憲法～労働法制に対して国民のレベルの運動が必

要だが労働組合の役割は重要だ。職場の権利・労働

条件改善、また職場の外の問題についても取り組ん

でいくことは重要だ。



経
過
報
告

に
つ
い
て
の
発
言

●
Ｊ
Ａ
Ｌ
争
議
支
援
・
現
在
は
高
裁
で
闘
っ

て
い
る
。
勝
利
を
目
指
し
闘
っ
て
い
こ
う
。

全
国
キ
ャ
ラ
バ
ン
が
各
地
で
取
り
組
ま
れ

て
い
る
。
共
闘
・
共
同
行
動
を
進
め
て
い

こ
う
。
そ
し
て
脱
原
発
の
闘
い
も
強
め
て

い
こ
う
。
闘
争
指
令
１
号
が
出
さ
れ
た
。

組
織
拡
大
が
全
国
で
展
開
さ
れ
て
い
る
が

ま
だ
極
め
て
不
十
分
だ
。

●
組
検
～
今
ま
で
専
従
役
員
の
配
置
に
つ

い
て
１
年
間
議
論
し
て
き
た
。
昨
年
か
ら

具
体
的
な
議
論
を
し
て
き
た
が
今
回
も
同

様
の
議
論
を
す
る
の
か
。

●
今
ま
で
具
体
的
に
議
論
を
し
て
き
た
の

に
、
ど
う
し
て
結
論
が
出
さ
れ
な
い
の
か
。

●
昨
年
も
組
検
に
つ
い
て
議
論
し
１
年
間

が
経
過
し
た
。
し
か
し
結
論
が
出
て
い
な

い
。
組
織
の
あ
り
か
た
と
し
て
間
違
っ
て

い
る
。
責
任
問
題
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

11
回
の
組
織
検
討
委
員
会
の
議
事
録
を
示

し
て
欲
し
い
。

●
春
闘
～
闘
い
は
自
ら
の
要
求
で
自
ら
の

闘
い
で
運
動
を
進
め
て
い
く
。
３
月
に
各

地
区
協
の
独
自
行
動
の
実
施
、
中
央
行
動

の
取
り
組
み
、
駅
頭
宣
伝
行
動
な
ど
行
っ

た
。２

０
１
３
年
春
闘
時
に
国
労
本
部
・
エ

リ
ア
本
部
へ
檄
布
を
送
っ
た
。
春
闘
総
決

起
集
会
な
ど
開
催
さ
れ
た
が
本
部
か
ら
の

指
示
が
遅
い
、
早
期
に
指
示
を
。

組
織
拡
大
～
組
織
強
化
拡
大
経
験
交
流

集
会
へ
参
加
し
交
流
を
深
め
た
。
闘
争
指

令
１
号
の
重
要
性
に
つ
い
て
議
論
し
た
。

駅
か
ら
１
名
拡
大
し
た
。
役
員
だ
け
の
行

動
で
は
駄
目
だ
、
全
体
が
取
り
組
め
る
状

況
を
作
っ
て
い
く
。
エ
ル
ダ
ー
社
員
の
待

遇
改
善
、
労
働
条
件
改
善
に
つ
い
て
や
り

き
る
こ
と
。
全
体
で
考
え
る
作
風
を
考
え

て
い
く
こ
と
。

編
集
後
記

全
国
大
会
を
特
集
し
編
集
し
ま
し
た
。

次
号
に
続
き
一
般
討
論
も
含
め
て
記
載
し

ま
す
。
内
容
に
つ
い
て
は
不
十
分
だ
と
思

い
ま
す
。
後
ほ
ど
発
行
さ
れ
る
「
国
鉄
新

聞
」
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。
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組織拡大～闘争指令１号を出した。今日まで全国で拡大行動が取り組まれた。

エリア本部・地方本部・地区本部は組織拡大が前進した。しかし満足はしていな

い。これからも、オルグなど展開し情報の共有化など行っていく。他労組との交

流を深めていくこと。

５００名の退職、組織減少の中で全体の議論から新たな一歩、前に出していく。

機関として全体で取り組んできたか。そして安心・安全で働ける職場環境をつくっ

ていくことも重要だ。粘り強く取り組んでいこう。

共闘～国鉄闘争で多くの共闘組織から協力・支援していただいた。政治課題や

憲法、反原発の闘いなど安心して暮らせる世の中を目指すため、共闘運動・さま

ざまな団体と中央、地方と連携をしていく。

春闘～職場、地域での共闘の闘い、アンケート調査・貨物の構造矛盾の改善に

向けて取り組んでいく。貨物の賃金抑制は認めることはできない。１・１ヶ月の

夏季手当回答は許さない。国交省へも要請していく。レール使用料の問題や分割

民営化からの問題など国の責任だ。

ＪＲ北海道の車両事故～原因の究明と実態を把握していくこと。情報を共有し

ていく。安全問題と三島・貨物問題も取り組んでいく。

福島原発事故～現地では復旧・復興していない。放射能問題は深刻な状況だ。

復興は加速していない。 １５万人がふるさとに帰れない。原発事故・一日も早

い復興を目指す。２年以上経って労働組合として何をしてきたのか・連携を取っ

て取り組んでいく。

参議院選挙は自公の圧勝となった。その背景から原発を再稼動させない国民の

声は大きくなっている。米軍の普天間基地の移転問題など課題は多くある。憲法

改正問題について、護憲・脱原発・反戦平和の闘いを民主団体と共に闘っていこ

う。


